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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第16期

第１四半期
連結累計期間

第15期

会計期間
自  2024年１月１日
至  2024年３月31日

自  2023年１月１日
至  2023年12月31日

売上高 (百万円) 2,796 24,984

経常利益又は経常損失(△) (百万円) △14 2,444

親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)
又は親会社株主に帰属する
当期純利益

(百万円) △45 1,651

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 32 1,754

純資産額 (百万円) 11,998 12,411

総資産額 (百万円) 30,531 28,774

１株当たり四半期純損失(△)
又は１株当たり当期純利益

(円) △3.50 139.83

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － －

自己資本比率 (％) 39.3 43.1
 

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、第15期は潜在株式が存在しないため記載してお

りません。第16期第１四半期連結累計期間は１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在してい

ないため記述しておりません。

３．当社は、第15期第１四半期連結累計期間については、東京証券取引所TOKYO PRO Marketに上場していたこと

から金融商品取引法に基づいた四半期連結財務諸表を作成していないため、第15期第１四半期連結累計期間

に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

４．2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純損失又は１株当たり当期純利益を算定しておりま

す。

５．当第１四半期連結累計期間より、金額の表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。なお、比

較を容易にするため、第15期についても表示単位を千円単位から百万円単位に変更しております。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当第１四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 
(１)経営成績及び財政状態の状況

当第１四半期連結累計期間における当社グループの経営成績及び財政状態の状況は次のとおりであります。

なお、当社は、第15期第１四半期連結累計期間については、東京証券取引所TOKYO PRO Marketに上場していた

ことから金融商品取引法に基づいた四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期との比較分析は

行っておりません。

 
 ①経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間における世界経済は、欧米の利上げやインフレは落ち着きつつあるものの、米中

貿易摩擦は関係各国を巻き込みつつ新たな動きを模索し、また、ウクライナ紛争の長期化や、イスラエルでの

紛争勃発など国際情勢が不安定化し、地政学リスクは予断を許さない状況の中、依然先行き不透明な状況が継

続しております。

　その中で、当社グループが属しております半導体業界におきましては、エレクトロニクス製品を含む世界的

な消費減速の影響によりメモリー価格の下落が続きましたが、ＤＲＡＭにおいては、生成ＡＩ向けサーバーや

ＧＰＵには多くのＨＢＭ（High Bandwidth Memory）が使用され、ＤＲＡＭの価格は上昇に転じ、新たな設備

投資も増加しております。また、成熟世代半導体向けの設備投資は、中国を中心として継続されております

が、一部ファウンドリにて設備稼働率が停滞しており、投資減速の傾向も見受けられます。

　このような経営環境のなか、当社グループにおきましては、韓国メモリーメーカーおよび中国ファウンドリ

向け洗浄装置の立ち上げが第２四半期以降に集中しており、この第１四半期連結累計期間を利用し、中長期的

な成長に向けて、顧客ニーズに対応した装置の開発や生産活動に注力してまいりました。

 
 以上の結果、当第１四半期連結累計期間における連結業績は、売上高27億96百万円、営業利益56百万円、経

常損失14百万円、親会社株主に帰属する四半期純損失45百万円となりました。

なお、当社グループにおける報告セグメントは半導体事業のみであり、開示情報としての重要性が乏しいた

め、セグメント情報の記載を省略しております。

 
②財政状態の状況

（資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産は288億63百万円となり、前連結会計年度末に比べて17億95百

万円増加しました。これは主に「商品及び製品」の増加によるものであります。

有形固定資産は９億38百万円となり、前連結会計年度末に比べて16百万円減少しました。

無形固定資産は69百万円となり、前連結会計年度末に比べて12百万円増加しました。

これらの結果、当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて17億56百万円増加し、

305億31百万円となりました。

（負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債は138億14百万円となり、前連結会計年度末に比べて23億17百

万円増加しました。これは主に「短期借入金」と「前受金」の増加によるものであります。

固定負債は47億18百万円となり、前連結会計年度末に比べて１億47百万円減少しました。これは主に「長期

借入金」の減少によるものであります。

これらの結果、当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べて21億69百万円増加

し、185億32百万円となりました。

（純資産）
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当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて４億12百万円減少し、119億

98百万円となりました。これは主に配当金の支払いにより「利益剰余金」の減少によるものであります。

 
(２)経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経理戦略等について重要な変更は

ありません。

 
(３)優先的に対処すべき事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(４)研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億50百万円であります。なお、

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
(５)従業員数

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの従業員数に著しい増加又は減少はありません。

 
(６)生産、受注及び販売の実績

当社グループは、市場の変化に柔軟に対応して生産活動を行っており、生産の実績は販売の実績と傾向が類似

しているため、記載を省略しております。受注の実績については、短期の受注動向が顧客の投資動向により大き

く変動する傾向にあり、中長期の会社業績を予測するための指標として必ずしも適切ではないため、記載してお

りません。

販売の実績については「第２ 事業の状況　２ 経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況の分析　(1) 経営成績及び財政状態の状況」に記載のとおりであります。

 
(７)主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの主要な設備に著しい変動はありません。

 
 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 15,560,000

計 　　15,560,000
 

(注)2024年３月14日開催の取締役会の決議により、2024年４月１日付で株式分割に伴う定款変更が行われ、発行可能株

式総数は31,120,000株増加し、46,680,000株となっております。

 
② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2024年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年５月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,490,000 13,470,000
東京証券取引所(スタ

ンダード市場)
単元株式数100株

計 4,490,000 13,470,000 ― ―
 

(注)2024年４月１日付をもって１株を３株に株式分割したため、発行済株式総数が8,980,000株増加し、発行済株式総数

残高は13,470,000株となっております。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2024年３月31日 － 4,490,000 － 1,848 － 1,834
 

(注)2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2024年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 120,000

 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 4,370,000
 

43,700 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 4,490,000 ― ―

総株主の議決権 ― 43,700 ―
 

 

② 【自己株式等】

  2024年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ジェイ・イー・ティ

岡山県浅口郡里庄町新庄
金山6078番

120,000 ― 120,000 2.67

計 ― 120,000 ― 120,000 2.67
 

 

２ 【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１. 四半期連結財務諸表の作成方法について

(1)当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。

　当社は、第15期第１四半期連結累計期間については、東京証券取引所TOKYO PRO Marketに上場していたことから金

融商品取引法に基づいた四半期連結財務諸表を作成していないため、前年同四半期との比較は行っておりません。

 
(2)当社の四半期連結財務諸表に掲記される科目その他の事項の金額については、従来、千円単位で記載しておりま

したが、当第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結累計期間より百万円単位をもって記載することに変更して

おります。

 
２. 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2024年１月１日から2024年

３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(2024年１月１日から2024年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、ＡＣアーネスト監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,317 3,715

  受取手形、売掛金及び契約資産 1,091 975

  商品及び製品 5,105 6,740

  仕掛品 6,605 6,092

  原材料及び貯蔵品 10,348 10,832

  その他 600 506

  流動資産合計 27,068 28,863

 固定資産   

  有形固定資産 954 938

  無形固定資産 56 69

  投資その他の資産 695 659

  固定資産合計 1,705 1,667

 資産合計 28,774 30,531

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,443 1,352

  短期借入金 1,250 2,850

  １年内返済予定の長期借入金 654 639

  未払法人税等 534 35

  リース債務 4 4

  前受金 6,354 7,889

  賞与引当金 29 85

  製品保証引当金 484 431

  その他 743 526

  流動負債合計 11,496 13,814

 固定負債   

  長期借入金 4,784 4,636

  リース債務 9 8

  役員退職慰労引当金 66 68

  資産除去債務 4 4

  固定負債合計 4,866 4,718

 負債合計 16,362 18,532
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2024年３月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,848 1,848

  資本剰余金 1,836 1,836

  利益剰余金 8,470 7,978

  自己株式 △170 △170

  株主資本合計 11,984 11,493

 その他の包括利益累計額   

  為替換算調整勘定 426 505

  その他の包括利益累計額合計 426 505

 非支配株主持分 0 0

 純資産合計 12,411 11,998

負債純資産合計 28,774 30,531
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

          (単位：百万円)

          当第１四半期連結累計期間
(自 2024年１月１日
　至 2024年３月31日)

売上高 2,796

売上原価 2,128

売上総利益 667

販売費及び一般管理費 610

営業利益 56

営業外収益  

 受取利息 3

 還付消費税等 1

 保険解約返戻金 15

 その他 0

 営業外収益合計 20

営業外費用  

 支払利息 14

 為替差損 39

 支払手数料 36

 その他 1

 営業外費用合計 91

経常損失（△） △14

税金等調整前四半期純損失（△） △14

法人税、住民税及び事業税 13

法人税等調整額 18

法人税等合計 31

四半期純損失（△） △45

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △45
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

          (単位：百万円)

          当第１四半期連結累計期間
(自 2024年１月１日
　至 2024年３月31日)

四半期純損失（△） △45

その他の包括利益  

 為替換算調整勘定 78

 その他の包括利益合計 78

四半期包括利益 32

（内訳）  

 親会社株主に係る四半期包括利益 32
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【注記事項】

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は次のとおりであります。

 

 
当第１四半期連結累計期間
(自　2024年１月１日
至　2024年３月31日)

減価償却費 69百万円
 

 

(株主資本等関係)

当第１四半期連結累計期間(自　2024年１月１日　至　2024年３月31日)

１　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年３月27日
定時株主総会

普通株式 445 102 2023年12月31日 2024年３月28日 利益剰余金
 

(注)2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりますが、１株当たり配当額につ
いては、基準日が2023年12月31日であるため、株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。

 
２　基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３　株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　2024年１月１日　至　2024年３月31日)

当社グループにおける報告セグメントは半導体事業のみであり、開示情報としての重要性が乏しいため、セグメ

ント情報の記載を省略しております。

 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益について、顧客の所在地を基礎とした国又は地域に分解した情報

当第１四半期連結累計期間(自2024年１月１日　至2024年３月31日)

  (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)

合計

半導体事業

日本 140 12 153

韓国 1,332 － 1,332

中国 1,213 － 1,213

台湾 65 － 65

その他 29 － 29

外部顧客への売上高 2,783 12 2,796
 

(注)　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、農業事業を含んでおります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
当第１四半期連結累計期間

(自 2024年１月１日
至 2024年３月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △3円50銭

(算定上の基礎)  

 親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(百万円) △45

 普通株主に帰属しない金額(百万円) －

 普通株式に係る親会社株主に帰属する
 四半期純損失(△)(百万円)

△45

 普通株式の期中平均株式数(株) 13,110,000
 

(注)１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

２．2024年４月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。当連結会計年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純損失を算定しております。
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(重要な後発事象)

　当社は、2024年３月14日開催の取締役会において、以下のとおり、株式の分割ならびに株式分割に伴う定款の一

部変更を行うことを決議し、2024年４月１日をもって実施いたしました。

 
１．株式分割の趣旨

　当社株式の投資単位当たりの金額を引き下げ、株式数の増加により株式の流動性を高めることで、投資家の皆様

により投資しやすい環境を整えるとともに、投資家層の拡大を図ることを目的としております。

 
２．株式分割の概要

 
（１）分割の方法

　2024年３月31日（当日は株主名簿管理人が休業につき、実質的には３月29日）を基準日として、同日最終の株主

名簿に記録された株主の所有普通株式１株につき３株の割合をもって分割いたしました。

 
（２）分割により増加する株式数

株式分割前の発行済株式総数 4,490,000株

今回の分割により増加する株式数 8,980,000株

株式分割後の発行済株式総数 13,470,000株

株式分割後の発行可能株式総数 46,680,000株
 

 
（３）分割の日程

基準日公告日 2024年３月15日

基準日 2024年３月31日

効力発生日 2024年４月１日
 

 
（４）その他

　今回の株式分割に際して、資本金の増加はありません。

 
３．定款の一部変更

 
（１）定款変更の理由

　今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2024年４月１日をもって当社定款第６条で定める

発行可能株式総数を変更いたしました。

 
（２）定款変更の内容

（下線部は変更部分を示します）

現行定款 変更後

（発行可能株式総数）

第６条

当会社の発行可能株式総数は、15,560,000株とす

る。

（発行可能株式総数）

第６条

当会社の発行可能株式総数は、46,680,000株とす

る。
 

 
（３）変更の日程

効力発生日　2024年４月１日

 
４．１株当たり情報

当該株式分割が当連結会計年度の期首に行われたと仮定して計算し、(１株当たり情報)に記載しております。
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２ 【その他】

 
該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2024年５月10日

株式会社ジェイ・イー・ティ

取締役会  御中

 
ＡＣアーネスト 監査法人

 

岡山県岡山市
 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 今　　岡　　正　　一  

 

 
代表社員

業務執行社員
 公認会計士 和　　田　　治　　郎  

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジェ

イ・イー・ティの2024年１月１日から2024年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2024年１月１日

から2024年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（2024年１月１日から2024年３月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジェイ・イー・ティ及び連結子会社の2024年３月31日現

在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項

が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないか

どうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書におい

て四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項

が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査

人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企

業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ

させる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以  上
 

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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